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１ 【内部統制報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年６月23日に提出いたしました第157期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）内部統制報告書の

記載事項に誤りがありましたので、金融商品取引法第24条の４の５第１項に基づき内部統制報告書の訂正報告書を提

出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

　３　評価結果に関する事項

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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３ 【評価結果に関する事項】

（訂正前）

 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しまし

た。

 

（訂正後）

 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、開示すべき重要

な不備に該当すると判断しました。したがって、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は

有効でないと判断しました。

 

記

 

平成28年３月期第２四半期の決算手続きにおいて、一部の仕掛品（前橋製作所の社内製作部品、以下当該仕掛

品）につき帳簿残高と実地たな卸残高とに差異が発見されました。このため内部調査委員会を設置し、差異の発生

要因や経緯などを精査した結果、当該差異が継続的な要因により累積してきたことが判明し過年度の会計処理等を

訂正すべきであると判断いたしました。これに伴い過年度の会計処理等を訂正するとともに平成23年３月期から平

成27年３月期までの有価証券報告書及び四半期報告書について訂正報告書を提出しました。

 
過年度の会計処理等を訂正することとなった要因は、内部統制報告制度導入以前の平成19年３月期に稼働を開始

した前橋製作所固有の情報管理システム（以下当該システム）に不具合があったこと及び当該仕掛品の実地棚卸が

正しく実施されていなかったことなどの結果、たな卸資産計上金額の一部に誤りがあったことによります。

主な要因となった当該システムにおける不具合の発生に関しては、前橋製作所だけの問題でなくシステムの構築

および運用段階において本社部門から前橋製作所への積極的な関与がなされてなかったこと及び関与がなされるよ

うな組織的な融合が充分図られていなかったこともその要因となっています。

 

以上のことから、当社の全社的な内部統制、決算・財務報告プロセスに関連する内部統制及び実地棚卸に係る業

務プロセスに関連する内部統制の不備は、当社の財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に

該当すると判断しました。

なお、上記の開示すべき重要な不備については、訂正事項の発覚が当事業年度の末日以降であったため、当事業

年度の末日までに是正することができませんでした。

 
当社といたしましては、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の重要性を強く認識しており、今回の財務報告

に係る内部統制の重要な不備を是正するために、以下のとおり是正措置、再発防止措置を講じ、内部統制の整備・

運用を強化し、適切な財務報告の信頼性を確保する方針であります。

 

(１) 当該システムの是正と継続運用の是非再検討

本調査で判明した差異発生の要因につき、当該システムのプログラムの是正を速やかに実施し再発を防止し

た上で、全社最適の観点から、機能追加や改良を行って当該システムを継続使用するか、廃止して本社の基

幹ＩＴシステムと統合するかを検討します。

(２) 実地棚卸の定期的実施とチェック体制の確立

当該仕掛品について実地棚卸が実施されていなかったことが問題の発見を遅らせた要因であり、今後定期的

に実地棚卸を行い、その結果を経理部が確認し適切に決算に反映させる体制を確立させます。そのために

「実地棚卸実施要則」に管理責任者を具体的に明記し、経理部による確認義務を盛り込むなど社内規定を改

定の上、社内に周知徹底を図ります。
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(３) 資産管理の強化

これまでたな卸資産全体の管理が不十分で、保有資産の内容が十分に分析把握されていなかったことが、今

回の問題の発見を遅らせた一因となっているため、現物管理の改善とともに、事業部門の業績管理に資産効

率に係る指標を取り入れ、資産管理の強化を図ります。

(４) 社員教育の徹底

社員に在庫管理その他資産管理の重要性やそれらと会社決算とのつながりについての理解不足があったこと

が今回の問題発生とその発見の遅れの一因となっていると考えられるため、全社員を対象に資産管理、会計

（特にバランスシート）などに関する教育を徹底します。

(５) 前橋製作所におけるコーポレートスタッフ部門の組織強化

前橋製作所に本社経理部、同情報システム部からの駐在者が置かれていなかったことが当該システムの構築

及び運用段階において本社のガバナンスが十分に発揮できなかった一因と考えられるため、両部から新たに

駐在者を派遣することなどにより、前橋製作所におけるコーポレートスタッフ部門の体制を充実させ、ガバ

ナンスとスタッフ機能の強化を図ります。

(６) コーポレートスタッフ部門と事業部門との連携強化

コーポレートスタッフ部門と事業部門との連携が不十分であったことが当該システムの不具合を生み、また

その解決を長期化させた一因と考えられるため、コーポレートスタッフ部門が従来以上に積極的に事業部門

に対する指導、支援を行えるよう社内規定を改めます。

(７) 地区間の組織融合推進と社員の意識改革

本社と前橋製作所間の人的交流をこれまで以上に深めることなどにより組織の融合を図り、全社一丸となっ

て課題に取り組めるよう社員の意識改革を図ります。
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